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〇県内経済の持続的成長と構造的な賃上げの実現のためには、県

内企業におけるＤＸ等の生産性向上の取組みや成長分野へのチ

ャレンジを推進するとともに、その原動力となる人材のリスキ

リング（従業員の再教育）を促進していくことが重要な課題

〇国の第２次補正予算において「人材開発支援助成金」の拡充に

よりリスキリングの支援が強化されたことから、これと歩調を合

わせ、県内企業におけるリスキリングの裾野を拡大するための

県独自の補助制度を新設

〇本補助金の活用により、広く県内企業において労働者のスキル

アップ、生産性の向上が図られることで、県内経済の好循環を

実現

事業目的
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出典：帝国データバンク「DX推進に関する山梨県内企業の意識調査（令和４年9月）」

県内の現状①
・DXの意味を理解し、取り組んでいる企業の割合は「全国４位」

・「リスキリング」に取り組んでいる企業の割合は「全国１位」

※ただし、企業規模別（全国）でリスキリングの取組み割合をみると、大企業60.4％に対し、
中小企業は45.8％にとどまっている。 出典：帝国データバンク「リスキリングに関する企業の意識調査（令和４年9月）」
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県内の現状②

〇県内企業のDX人材育成の取組み状況は、全体として進んで

いない。

IT化を進める人材の育成計画 (IoT推進コンソーシアムのアンケート(R4.9))

策定：27社、未策定：227社

〇一方、県内には、県の技術専門学院をはじめとして、リス

キリングの様々な受け皿があるが、「職業能力開発ニーズ

調査」（R2.12）では、社外の機関を活用した教育訓練を

実施している企業は30％にとどまっている。

県内企業による教育訓練機関の一層の活用を促す必要
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とやま 補助金リスキリング

企業が生産性向上や成長分野へのチャレンジ等を目的と

して行う従業員のリスキリングの取組みに対して、経費

を補助します。

本補助金のポイント

〇 生産性向上等を目的とした教育訓練に幅広く対応

〇 受講させやすい短期間の教育訓練が対象（夜間・休日もＯＫ）

〇 手厚い補助内容、手続きはシンプルかつ事後申請

〇 リスキリングに活用できる教育訓練は県内にも充実

令和５年１月、人材育成の新たな支援がスタート！

リスさん キリンさん
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制度概要

補助対象者

県内に主たる事業所を置く事業主

補助対象事業

教育訓練機関（公共職業能力開発施設、企業、大学、民間の学校等）が提供する教

育訓練（教育訓練機関等から講師を招いて社内で実施する教育訓練も含む）を活用して行

う従業員のリスキリング

要件：20時間未満の教育訓練（人材開発支援助成金の対象となる教育訓練を除く）

補助内容

（注）上記対象経費を対象とする国、地方自治体、独立行政法人等の他の公的補助金

と重複して申請することはできません。

対象経費 補助率・補助額 補助限度額

経費補助

（受講料、教材費、材料費、旅費、

その他知事が必要と認める経費）

７５％ １社あたり

１年度

１００万円
賃金補助

１人１時間あたり

９６０円
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とやまリスキリング補助金 人材開発支援助成金と

①
③

④
②

人材開発支援
助成金（国）

とやまリスキ
リング補助金

20時間

10時間

特定訓練等 一般訓練等

教育訓練の内容と時間数によって申請先が変わります

訓
練
時
間
数

教育訓練の内容

※ 具体的な要件等は、人材開発支援助成金のパンフレット等により確認してください。
なお、人材開発支援助成金については訓練実施前に所定の手続きが必要となります。

特定訓練等：人材開発支援助成金において、訓練時間数10時間以上のものが助成対象となる、規定の要件に該当する

特定の訓練（特定訓練コース）。このほか、10時間以上のものが助成対象となる「特別育成訓練コース」

（一般職業訓練のうち育児休業中訓練）、「建設労働者認定訓練コース」、「人への投資促進コース」

（高度デジタル人材訓練/成長分野等人材訓練）、「事業展開等リスキリング支援コー ス」の要件に該当

する内容の教育訓練。

一般訓練等：人材開発支援助成金において、訓練時間数20時間以上のものが助成対象となる、職務に関連した知識・

技能を習得させるための教育訓練（一般訓練コース）。このほか、20時間以上のものが助成対象となる

「特別育成訓練コース」（一般職業訓練のうち育児休業中訓練を除く）の要件に該当する教育訓練。

申請先
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教育訓練
実施機関

教育訓練
教育訓練の

内容
実訓練
時間数

区分

申請先

人材開発支援
助成金（国）

リスキリング
補助金（県）

富山職業能力開発
促進センター

（ポリテクセン

ター富山）

能力開発セミナー
※１

特定訓練等 10h以上 ① 〇 ×

生産性向上支援訓練 特定訓練等
10h以上 ① 〇 ×

10h未満 ② × 〇

北陸職業能力開発
大学校

能力開発セミナー
※１

特定訓練等 10h以上 ① 〇 ×

県技術専門学院
能力開発セミナー
※１

一般訓練等
20h以上 ③ 〇 ×

20h未満 ④ × 〇

認定職業訓練校
短期訓練
※１

特定訓練等 10h以上 ① 〇 ×

民間教育訓練機関
事業主団体 等

各種講座・研修等

特定訓練等
※３

10h以上 ① 〇 ×

10h未満 ② × 〇

一般訓練等
20h以上 ③ 〇 ×

20h未満 ④ × 〇

※１ 能力開発セミナー・短期訓練には訓練時間数が10時間未満のものは存在しない。

※２ 実訓練時間数10時間以上20時間未満の教育訓練に関する注意点

・申請者は、実施した教育訓練の内容が、国の人材開発支援助成金における訓練時間数10時間以上が対象となる教育訓

練（「特定訓練コース」等）の対象とならないことを確認したうえで、県に申請を行うものとする。

・実施した教育訓練の内容が人材開発支援助成金の「一般訓練コース」の基本要件に該当するものであっても、受講者の

年齢が35歳未満かつ勤続年数５年以内の要件に該当する場合は「特定訓練コース」（若年人材育成訓練）に区分され

る。そのため、当該要件の該当者・非該当者が同じ教育訓練を受講した場合には、「特定訓練コース」と「一般訓練コ

ース」のそれぞれに区分される。

※３ 民間教育訓練機関の実施する講座等についても、特定訓練等の対象となる教育訓練がある（例えば、ITSSレベル２とな

る訓練（実践的情報通信技術資格の取得のための訓練）は「特定訓練コース」に該当する）ので、人材開発支援助成金の

パンフレット等により確認すること。

※４ 人材開発支援助成金の「建設労働者技能実習コース」に該当する教育訓練は、訓練時間数にかかわらず、本補助金の対象

とならない。

リスキリングに活用できる教育訓練


